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（人文学部法経政策学科）
 １．はじめに
　イギリス農業革命については膨大な研究が蓄積されている。多種多様な問題がさまざまな観
点から検討され，つぎつぎと新事実が解明されてきた。それにつれて農業革命の時代はいつで
あったのかという点でも，つぎつぎと新たな解釈が披瀝されてきた１）。アーンリ卿(Lord Ernle, 
Rowland Edmund Prothero)の古典的な1760年から1830年説に対して2），チェンバーズ
(Jonathan David Chambers) とミンゲイ(Gordon E. Mingay)の両者は，共著The Agricultural 
Revolution, 1750-1880においてその書名にもかかわらず，18世紀半ば以前における農業の変化
を重視し，かなりの頁数を18世紀前半あるいはそれ以前の農業に割いている3)。
　しかし，アーンリ卿の農業革命説を根本的に批判したのはケリッジ(Eric Kerridge)である。
ケリッジの学説を象徴する一節を訳出しておこう4)。
　この機会に，読者は，何故18世紀最後の四半世紀と19世紀の前半により多くの農業上の前進がみ
られなかったのだろうか，といぶかしく思うかもしれない。答えは，大きな革新は可能ではなかっ
たということ，さらなる改良の余地がほとんど残されていなかったということである。そうした改
良の機会はすべからく既に出し尽くされていたのであり，車輪は一回転したのだから，これ以上に
は回りようがない。
　要するに，農業革命の技術的な改良は，1670年よりも前に既にほぼ出そろっていたのであり，
この時期には中世農業との決定的な断絶が生じていたとする。ケリッジによる一方での16世紀
から17世紀にかけての農業改良の強調に対して，他方ではトムソン(F.M.L. Thompson)によっ
て3段階の農業革命論が主張されている5)。18世紀後半から19世紀初頭にかけての第１段階の
農業革命の特徴が基本的に農場内で完結する農法の展開であったのに対して，第2段階の農業
革命は1815年から始まるもので，その核心はこれまでの「閉鎖循環システム（closed-circuit 
system）」を打破することにあった。いわば金肥として骨粉やペルー産グアノなどの購入，
あるいは飼料としての油粕やトウモロコシの購入が拡大していることを明らかにしている。第
3段階は，1915年の第一次大戦期以降で，人間労働に代わる機械の導入と従来とは比較になら
ない肥料の投下による連作の実現を特徴としている，と指摘している。
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  こうした研究の多様化ないしはさまざまな学説の展開は，相互に相容れない農業革命概念の
主張に帰結することになり，ついには農業革命概念そのものの有効性に疑念が呈されることに
なる。サースク(Joan Thirsk)は，ケリッジの主張を紹介しながら，1750年から1850年の農業革
命と結びついている技術的な進歩はそれよりも200年も前に始まっていたのであって，際限の
ない論争を終結させるには「農業革命」なる概念を放棄して，連続するものとしての改良
(improvements)を分析するべきである，と提案している6)。
　かかる時代区分についての論争はともあれ，研究手法の精緻化には目を見張るものがある。
たとえば，穀物の生産性についてオウヴァトン(Mark Overton)は，分析手法を工夫することで，
従来生産性の分析に使用されることのなかった遺産目録から新知見を抽出し，18世紀以前にこ
そ生産性の上昇があったというアレン(Robert C. Allen)らの説7)を実証的に批判した8)。もっと
も，そのオウヴァトンの分析手法も，グレンニー(Paul Glennie)によって，収穫の費用や十分
の一税などについて斟酌されていないといった指摘がなされ，分析手法の改善が順次施されて
いった9)。Campbell, Bruce M.S. & Mark Overton (eds.), Land, Labour and Livestock: Historical 
Studies in European Agricultural Productivity, Manchester U(niversity) P(ress), 1991とか，Turner, 
M.E., J.V. Beckett & B. Afton (eds.), Farm Production in England 1700-1914, O(xford) UP, 2001と
いった研究成果は，このような研究手法の精緻化の結晶である。
　しかしながら，こうした分析手法の精緻化は，一方でイギリス農業革命の研究においてきわ
めて大きな欠陥をもたらすことになったように思われる。小野塚知二氏は，イギリス農業革命
研究に関するわが国における現段階の状況について総括する一文の中で，イギリス産業革命と
関連してつぎのように評価している10)。
2.6 農業革命
　イギリス産業革命が，農業技術・土地制度・農業経営の面でも，農業革命と呼びうる変化をとも
なっていたことは，トインビー以来しばしば論じられてきたのだが，日本では戦前期から1950年代
にいたるまで，研究はほとんど欠如しているといってよい状況が続いてきた．小松芳喬の一連のエ
ンクロウジャー史研究がほとんど唯一の例外で，イギリスの研究成果を手際よく整理して紹介した．
また，飯沼(1956)は，フランドル農法との対比においてノーフォーク農法の特質と成立根拠を明らか
にしたが，関心は農業技術面に偏っており，農業革命の社会経済史的な側面については，当時の農
学者A.ヤングとの関わりで，若干論じているに過ぎない．
　産業化とは，人口論的に見れば，非農業(商工業)人口比率の増加にほかならないから，食糧供給と
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いう点でも，発展しつつある商工業大経営に安価な労働力を弾力的に供給するという点でも，農業
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および農村地域の変化は決定的に重要な意味を有する
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．殊に，イギリスでは，産業革命に若干先行
しながら，ほぼ並行して，土地所有・資本・労働の「三分割制」の形成を通じて農業においても資
本制的経営が成立したと考えられてきたから，18世紀後半から19世紀前半にかけての第2次エンク
ロウジャー(議会囲い込み)の時期の「農業革命」を実証的に叙述することは，資本主義発達史的な産
業革命像には不可欠の部分である．つまり，農業革命に関する実証研究の欠落した状況では，イギ
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リス社会の物的再生産が産業資本の運動を通じてなされる全構造を解き明かしたことにはならない
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から，単なる工業面の技術革新史や工場制のみに注目した「機械文明」論などに対して，資本主義
発達史の研究潮流が主張しえたはずの優位性は不充分なものにとどまらざるをえなかったのである．
　この欠落を一挙に埋めたのが，椎名(1962)である．吉岡(1968)と同様に，当時の議会文書や政府統
計を駆使して，第2次エンクロウジャーの進行状況とその階級的性格を確定した後に，産業革命期の
土地所有状況と借地関係を踏まえて，資本主義的農業経営が，穀作と牧畜の両面で広範に成立して
いたことを明らかにした．その後，産業革命期農業史研究は楠井(1969)によって進められ，現在では
重富(1999)が，一つの到達点を示している．（強調点，國方）
　引用文にあるように，わが国では，飯沼二郎氏や椎名重明氏による研究を嚆矢として本格的
なイギリス農業革命の研究が進められ，現在では重富公生氏による稠密なエンクロウジァの分
析が公にされている。しかし，ここで強調したいのは傍点を付した箇所である。イギリス経済
に対する農業革命のもっとも重要な貢献は，農業人口比率を低下させながらも，増大する非農
業人口に安定的に食糧を供給しえた点にあった。しかも，19世紀に入って急速に増大する人口
に対して，穀物輸入をある程度までに抑えながら食糧を供給しえたのである。
　「産業革命」についてもさまざまな観点から議論されているにしても，18世紀後半からのイ
ギリスにおいて社会経済構造に変化が生じたことは否定できまい11)。その社会経済構造の変化
の顕著な現象の１つが，産業間の人口比率の急激な変化を伴いながらの人口増大であると考え
るなら，18世紀後半以降の農業構造の変化こそ「イギリス農業革命」とよんでも差し支えない
であろう。
  それでは，農業人口比率を低下させながら，増大する非農業人口に安定的に食糧を供給しえ
た農業構造の変化について，従来の研究は十全に答えているのか。といえば，否，といっても
よかろう。たとえば，イギリス農業革命研究といえば必読文献として必ず挙げられるミンゲイ
のAgricultural Revolution: Changes in Agriculture, 1650-1880においても，この点についてはきわ
めて曖昧な記述しか残されていない。1700年から1850年までの穀物生産量の増大は，そのうち
の3分の2までが耕地面積の拡張によるもので，単位面積当たりの生産性の上昇による寄与は
3分の１である，と見積もっている12)。
  別の箇所でミンゲイは，より詳細な数字を示しているので紹介しておく。かれによれば，
1850年のイギリスの人口は18世紀前半の人口(約750万)の約3倍になっているが，食糧輸入を
考慮すると，1600万～1700万の人間が国産穀物によって養われていた，とする。この人口増大
に対して，1700年から1850年までの小麦の生産性の伸びが25％だけであるのに比して，耕作地
は50％以上も拡張していると述べ，生産量の増大の主因は耕作地の拡張であることを強調して
いる13)。確かに，計算上，小麦の生産性の上昇が25％だとすると，耕地面積の拡張が60％で，
生産量は2倍になるので辻褄はあうが，この耕地の増大はどのように達成されたのかとなると
明白ではない。
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　さらに指摘しておくと，小麦の生産性が25％上昇したとしても，それは当然ながらノーフォ
ク農法ないしはそれに準じる農法の普及によって達成されたものとみなすのが穏当であろう。
それに対し，18世紀前半にはノーフォク農法が普及していなかったのは周知の事実である。多
くの地域で，主として3圃制農業が営まれていた。とすれば，農法の転換によって25％の生産
性上昇をみたとしても，18世紀には耕地面積のうち3分の１が小麦生産に割り当てられていた
のに対して，19世紀半ばには4分の１しか小麦生産に割り当てられていないことになる。とす
れば，単位面積当たりの生産性の上昇にもかかわらず，生産量そのものはむしろ減少すること
になる14)。18世紀初頭の場合100×1/3＝33.33の収量に対して，19世紀半ばだと100×1.25×1/4
＝31.25と，むしろ減収となるのである。
  小麦の生産性の上昇率に関するミンゲイの例示した数字はいまでは塗り替えられているが，
問題は細かな数字の正確さではない。もちろん，数字が正確であるのに越したことはないが，
イギリス農業革命の研究を現時点で評価するためには，さきに示した「農業人口比率を低下さ
せながら，増大する非農業人口に安定的に食糧を供給しえた農業構造の変化」の大枠を示すこ
とこそ，イギリス社会経済史研究に資するものと考える。
  とはいえ，本稿はこの大きな課題に直接答えようというものではない。まずは，「農業人口
比率を低下させながら，増大する非農業人口」とは，実際にはどのような状況を指すのか，こ
の点をまずは確認しておきたい。その上で，イギリス農業革命の通説における問題点をいくつ
かの観点から検討していくことにしたい。
１）本稿はイギリス農業革命に関する研究史を辿ることを企図するものではない。研究史の検討・紹介に
ついては，武長玄次郎「イギリス農業革命研究―その歴史と展望―」(『経済学(東北大学)』60巻3
号，1998年)，および，議会エンクロウジァとの関連から研究史を整理した重富公生『イギリス議会エ
ンクロージャー研究』(勁草書房，1999年)第1章を参看せられたい。なお，一言付け加えておくならば，
武長氏の業績以降，イギリス農業革命の研究動向は紹介されていないようである。英語文献では，
Beckett, J.V., The Agricultural Revolution, Basil Blackwell, 1990 が 1980年代までの研究成果を簡便にま
とめており一読に値する。
2）Prothero, Rowland E., English Farming, Past and Present, London(Longmans, Green & Co.), 1912. 
3）Chambers, Jonathan David & G.E. Mingay, The Agricultural Revolution, 1750-1880, Batsford Ltd, 1969.
4）Kerridge, Eric, The Agricultural Revolution, Routledge, 1967(rep., 2006), p.338.
5）Thompson, F.M.L., ‘The Second Agricultural Revolution, 1815-1880’, Ec(onomic) H(istory) R(eview), 
2nd Series, Vol. 21, No. 1, 1968.
6）Thirsk, Joan，England’s Agricultural Regions and Agrarian History, 1500-1750, Macmillan Education,1987,
pp.56ff. 
7）Allen, Robert C., Enclosure and the Yeoman: The Agricultural Development of the South Midlands 1450-1850,
Clarendon P., 1992.; Clark, Gregory, ‘Yields per Acre in English Agriculture, 1250-1860:Evidence from
Labour Inputs’, EcHR, 2nd Ser., Vol.44, No.3.
8）Overton, Mark, ‘Estimating Crop Yields from Probate Inventories: An Example from East Anglia
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1585-1735’, Journal of Economic History, Vol. 39, No.2, 1979; do., ‘Agricultural Productivity in 
Eighteenth-Century England: Some Further Speculations’, EcHR, 2nd Ser., Vol. 37, No. 2, 1984.
9）Glennie, Paul, ‘Continuity and Change in Hertfordshire Agriculture, 1550-1700. Part II: Trends in Crop
Yields and Their Determinants’，Ag(ricultural) H(istory) R(eview), Vol.36, Pt.2, 1988.
10）小野塚知二「産業革命:イギリス」〔馬場哲・小野塚知二編『西洋経済史学』（東京大学出版会，2001
年）〕130-131頁。確かに，小野塚氏が指摘するように，飯沼二郎氏の研究は社会経済史的な側面の
分析に弱さがあるが，一方で農業技術・農学の検討においては，いまでも必読文献といえよう。とり
わけ，飯沼二郎『農業革命の研究―近代農学の成立と破綻―』(農山漁村文化協会,昭和60年)は氏
の研究を集大成したものとして推薦しておきたい。加用信文『農法史序説』(御茶の水書房，1996年)
も関連文献として挙げておこう。
11）産業革命についてはさまざまな議論があるが，差し当たり，道重一郎「イギリス産業革命像の再検討 
:経済発展の連続性と断絶性をめぐって」(『土地制度史学』36巻１号,1993年），および，坂巻清
『イギリス毛織物工業の展開―産業革命への途―』（日本経済評論社，2009年）序章「イギリス
産業革命史研究の視点」を参照されたい。
12）Mingay, G. E., Agricultural Revolution: Changes in Agriculture, 1650-1880, Adam & Carles Black, 1977，p.10.
13）Ibid., pp.6-7.
14）さきに挙げたトムソンも指摘しているように，ナポレオン戦争以降，肥料の購入が増大するようにな
るのだから，19世紀半ばには小麦の作付面積は必ずしも耕地の4分の１にまで減少するとはいえない
が，大筋としてはここでの指摘は有効であろう。
 2．人口と食料
　人口と食料といえば，トマス゠マルサス(Thomas Malthus)の，「人口は制限されなければ，
幾何級数的に増加する。生活資料は算術級数的にしか増加しない。いくらかでも数学のことを
知っている人ならば，前者の方が後者のそれに比べてどれほど大きいか，わかるであろう」と
いうことで，人口過剰，すなわち貧困が発生する，との主張を思い浮かべるのであるが１)，19
世紀前半のイギリスでは，急速な人口増大に対して食糧生産がかなりの程度まで対応できた。
だからこそ，農業革命と呼びうるのであるが，その点をまずは確認しておきたい。
　リグリィ(E. Anthony Wrigley)とスコフィールド(R.S. Schofield)によれば2)，イングランドの
人口は，16世紀半ばの300万人から17世紀初頭の400万人強，そして同世紀中葉の530万人まで
上昇した後は減少に陥り，1680年代から90年代にかけては500万人を割り込む停滞を経験する。
しかし，90年代に増加傾向に転じ，18世紀に入ると500万人台に回復する。1730年代以降，こ
れまで経験したことのない速度で成長しはじめ，50年代には600万人を突破し，19世紀初頭に
は870万人，1810年代には1000万人を超え，さらに1851年には1670万人にまで達した。イング
ランドの人口は，18世紀半ばから19世紀半ばまでの100年間にほぼ2.8倍に膨脹しているが，19
世紀の前半の50年間だけでも1.9倍強の増大を記録しているのである。
　この人口増加と同時に生じた現象が，人口に占める農業生産人口の比率低下であった。リグ
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出典）Overton, Agricultural Revolution, p.65, Figure 3.1.
　注）Wrigley & Schofield, The Population History of England 1541-1871, pp.531-535に基づく図である。
図1 1541年～1831年のイングランドの人口
出典）Wrigley, ‘Urban Growth and Agricultural Change’, p.708, Table 6.
表1 イングランドおよび大陸における都市化
  （全人口に占める1万人以上の都市に住む人口比率）
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出典）Overton, Agricultural Revolution, p.82, Table 3.8(b).
　注）元来は労働生産性を見積もるための表であるが，本稿では農業人口の推移を示す表として利用する。
表3 農業人口
リィによれば，イングランドは16世紀の時点ではヨーロッパの中でも都市化が遅れた国で，
1600年の時点で全人口に占める１万人以上の都市に住む人口比率は，大陸ヨーロッパが8.1％
であったのに対して6.1％と後れをとっていた。それが，その後200年の間に，大陸ヨーロッパ
の都市化が停滞する―1800年で9.5％―のとは対照的に力強く都市化が進行し，1800年に
は都市人口が24％を占めるに至るのである3)。
　こうした都市化の進行は当然非農業人口の増大に帰結するが，非農業人口の増加は都市に限
られていたわけではない。農村部においても非農業人口の増加が観察された。5000人以上を都
市として分類したとき，表2から読み取ることができるように，都市人口の比率は1520年の
5.5％から1600年の8.0％，1700年の17％から1801年の27.5％とほぼ5倍に上昇したのに対して，
農村部の非農業人口の比率も18.5％から22.0％，28.0％から36.25％へとほぼ2倍に上昇してい
る。
　それに対して，農業人口は，76％から70％，さらに55.0％から36.25％へと下降し，1801年の
時点では農村部の非農業人口と同じ水準になる。さらに補足すれば，1850年にはさらに比率を
低下させ22％にまで落ち込んでいる4)。これらの数字の精度にはさまざまな点で問題を抱えて
いることは，リグリィ自身が認めているところであるが5)，大まかな傾向としては信頼しうる
ものといえよう。
　全人口に占める農業人口の比率が急速に下落しているのと同時に，重要なのは，その絶対数
である。表3を参照されたい。農業人口は，1520年の182万人から1600年の287万人へと増大し
た後は，1700年には278万人，1801年には314万人，1831年に338万人，そして1851年には384万
人と，ほとんど上昇していないのである。
　18世紀半ばから19世紀半ばまでの100年間に2.8倍，18世紀はじめからの150年間だと3.34倍に
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も増大した人口を，1700年の278万人からわずか1.38倍にしか増えていない農業人口でかなり
の部分まで養っていたのである。
　この人口変動を指標として考えると，農業技術の改良については16世紀半ば以降の100年間
でほぼ出つくしているとケリッジがいくら強調しても，17世紀半ばの530万人程度で頭打ちに
なっている事実は重要である。この530万人という人口は，中世社会経済史の研究者からすれ
ば，それほど驚くほどの数字ではない。中世イングラドにおける最膨張期の人口に関しては論
争のあるところであるが，ここでは中世史家の間でほぼ合意を得ている見解として，ハッチァ
(John Hatcher)の説を紹介しておこう。ハッチァによれば，最膨張期の人口は450万から600万
人の間，しかも上限の値に近いところが最膨張期の人口であろうと指摘する6)。
　要するに，16世紀半ばからの人口増大は中世の最膨張期の人口をほぼ超えることなく停滞し
てしまったのである。この事実からいえば，新たな農業技術の導入がどの程度進んでいたかど
うかはともあれ，中世の農業技術を適用すれば食糧の供給が一応可能な人口規模だったといえ
よう。しかも16世紀半ばから17世紀中葉までの人口増加が約1.8倍に対して，農業人口の増大
も約1.6倍と，農業人口と全人口の増加率はほとんど差がない7)。労働集約的な農業によって人
口増大に対応していたと考えてよい。
　さらに指摘しておくと，ケリッジが近世になって導入されたとする改良も，実は中世におい
て既に活用されていたことが次第に明らかになっている。たとえば，豆科植物の利用である。
豆科植物が14世紀はじめには利用され始めていたにもかかわらず，それがなぜ普及しなかった
のかといった点をも含めて詳らかにされている8)。
　16世紀半ばからの人口増大については，中世の農業技術を適用すれば食糧供給は可能である
と先に指摘しておいたのであるが，それどころか，少なくともノーフォクにおいては，16世紀
から17世紀にかけての穀物の生産性は中世における生産性を凌駕することはなかった。キャム
ベル(Bruce M.S. Campbell)とオウヴァトンによる共同論文によると，1250-1274年の穀物生産
性を100とすると，中世において最も生産性が高くなった1325-1349年の指数は127であるのに
対して，1584-1599年で85，1628-1640年で98，1660-1679年で85，1680-1709年で89と，16世紀
から17世紀にかけては14世紀前半の生産性に遠く及ばなかった。ようやく，1710-1739年に
なって指数134と，かろうじて中世の壁を越えることができたのが実態である9)。
　オウヴァトンはケリッジ説について，つぎのように論評している10)。
かれの膨大な脚注にもかかわらず，ケリッジの議論は説得的ではない。16世紀中葉からの産出高の
穏やかな上昇は，労働投入量の増大の結果だったというのが穏当なところであり，労働生産性は16
世紀半ばから17世紀半ばにかけて多分下落していた。広範な開墾・干拓の証左と17世紀半ばにおけ
る人口成長の停止とを勘案すると，この時代は農業上の大勝利というよりは，むしろMalthusian 
checkを示唆している。
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　少しばかり詳しくケリッジ説について論評を加えてきたが，本稿での関心は，図１から容易
に読み取れる，18世紀半ば以降の急速な人口増大である。この急増する人口に対する食糧供給
を国産穀物だけですべて賄われたということでは無論ない。トマス(Brinley Thomas)は，19世
紀のイギリスでは農業生産は人口増大の速度に歩調を合わすことができなかったはずで，その
不足部分はどのように補填されたのかという問いから，アイルランドを含めて海外からの食料
輸入について検討し，つぎのような指摘をしている。1830～40年代のイングランドでは，主と
してアイルランドからの輸入がなかったならば，穀物やバターなどの供給量は6分の１だけ減
少したはずである。しかも，このアイルランドからの穀物輸入は，アイルランドの地そのもの
における1846年からの飢饉にもかかわらず継続されたのである，と11)。そして，こうした食糧
輸入―バターや紅茶などの輸入を考慮するならば，食料輸入と表記すべきかもしれないが，
本稿の関心からして穀物輸入に比重をおくので食糧輸入としておく―なくしては増大する人
口を支えることができなかったのであるから，農業革命の成果はあまりにも誇張されている，
と評価する12)。
　国産穀物と輸入穀物との比率については，オウヴァトンによっても検討されている。かれに
よれば，18世紀イギリスはそこそこの穀物輸出国であったのが，世紀末から輸入国へ転換し，
19世紀に入ると食糧供給に占める輸入穀物の重要性が増していくことが指摘されている。19世
紀半ばには，食糧消費量の6分の１を超える部分が輸入によって調達されているのだ，と13)。
ただし，ここで確認しておきたいのは，図2から読み取れるように，小麦については，大麦や
燕麦と違って，19世紀に入ってもその輸入量はほとんど増加していないことである。小麦につ
出典） Overton, Agricultural Revolution, p.75, Table 3.5(a).
表4 人口・食糧輸出入・生産高指数
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いては国内生産でほぼまかなえたのである。
　トマスは，6分の１も輸入に依存しているの
だからということで，イギリス農業革命の功績
について疑問を呈しているのであるが，人口増
大の数値を思い出してもらいたい。18世紀後半
の50年間に1.45倍に膨脹した人口が，19世紀前
半の50年間だけでさらにほぼ2倍に膨張してい
るという異常な人口増大からみれば，6分の１
という依存度はきわめて低い数値であると評価
できるのではないだろうか。
　人口増大と農業生産という観点からみたとき，
18世紀半ば以降の農産物価格はきわめて特異な
動きを示している。図3が明示しているように，
18世紀前半は，人口増大につれて食料価格が急
上昇している。それに対して，1781年のピーク
以降は，人口増大が継続している，しかも年率
１％を超えるという前工業化社会としては非常
に高い増加率にもかかわらず，価格の方は急落
していくという特異な動きを示しているのであ
る。ナポレオン戦争期から戦後期にかけても，
図2 1700年～1830年の小麦・大麦・燕麦の輸出入量（5年平均）
出典）Overton, Agricultural Revolution, p.89, Figure 3.8.
　注）Mitchell, B.R. & Phyllis Deane(eds.), Abstract of British Historical
　　　Statistics, 1962, pp.96-97に基づく図である。
図3 人口成長率と消費物価指数との関係
出典）Wrigley & Schofield, The Population History
　　　of England 1541-1871, p405, Fig. 10.2.
　注）人口成長率は，特定の調査時点と25年後
　　　の時点との間での測定値である。消費物
　　　資の価格変動率は，人口調査と同じ時点
　　　の指数の25年移動平均値使用した測定値
　　　である。年が表示されている場合，それ
　　　は25年間の最初の年を示している。
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それほど急激な価格上昇を経験しなかったことは，イギリス農業革命の１つの特徴として銘記
すべきであろう。要するに，非常に急速な人口増加に対して，イギリス農業は充分に食糧供給
の対応力を保持していたことが確認できるのである。
　このようにみてくると，輸入食糧への依存度を6分の１程度に抑えながら，この急速な人口
増大，しかも農業生産から離脱し工業生産やサーヴィス部門に転ずる人口を維持しえた農業生
産力は，どのような道筋をたどることによって達成しえたのか，その点の解明こそがイギリス
農業革命研究では最も肝要な課題の１つであるといえよう。
１）Malthus, T.R., An Essay on the Principle of Population, 1798, p.14.〔高野・大内訳『人口の原理』（岩波書店，
　　昭和37年）28-29頁。〕
2）Wrigley, E.A. & R.S. Schofield, The Population History of England 1541-1871, C(ambridge) U(niversity)
P(ress), 1981(rep., 2002), pp.531-535, Table A3.3.
3）Wrigley, E.Anthony, ‘Urban Growth and Agricultural Change: England and the Continent in the Early
Modern Period’, Journal of Interdisciplinary History, Vol. 15, No. 4, 1985, pp.705ff.
4）Overton, Mark, Agricultural Revolution in England: The Transformation of the Agrarian Economy 1500-1850,
　　CUP, 1996, p.82, Table 3.8(a). 
5）Wrigley, ‘Urban Growth and Agricultural Change’, pp.699ff.
6）Hatcher, John, Plague, Population and the English Economy 1348-1530, Macmillan Press, 1977, p.68. Miller,
Edward & John Hatcher, Medieval England: Rural Society and Economic Change 1086-1348, Longman, 
1978, p.29では，500万から600万人としている。ポスタンは，最膨張期に関する最大の見積もりでは600
万人から800万人となると指摘する一方で，ラッスル(Josiah Cox Russell)の推定値を紹介しながら最小
値だと370万人になると計算する。むろん，ポスタンは絶対値に重きを置くべきではないことを強調し
つつも，かれ自身は最大値の方により高い評価を下している。Postan, M.M., The Medieval Economy and 
Society: An Economic History of Britain in the Middle Ages, Weidenfeld & Nicolson, 1972, pp.29-31.〔M.M.ポ
スタン(保坂栄一・佐藤伊久男訳)『中世の経済と社会』（未来社，1983年）44-46頁。〕
7）Wrigley, ‘Urban Growth and Agricultural Change’, p.700, Table 4.
8）Mate, Mavis, ‘Medieval Agrarian Practices: The Determing Factors?’, AgHR, Vol.33, Pt.1, 1985. この論
文の内容については，拙著『中世イングランドにおける領主支配と農民』（刀水書房，1933年）191-
194頁において紹介している。なお，豆科植物の栽培については，Campbell, Bruce M.S., ‘The Diffusion 
of Vetches in Medieval England’, EcHR, 2nd Ser., Vol.41, No.2, 1988; Currie, C.R., ‘Early Vetches in 
Medieval England: A Note’, EcHR, 2nd Ser., Vol.41, No.1, 1988をも参照されたい。
9）Campbell, Bruce M.S. & Mark Overton, ‘A New Perspective on Medieval and Early Modern Agriculture:
Six Centuries of Norfolk Farming c.1250-c.1850’, Past & Present, No.141，1993, pp.66-76.
10）Overton, Agricultural Revolution, p.198.
11）Thomas, Brinley, ‘Escaping from Constraints: The Industrial Revolution in a Malthusian Context’, 
Journal of Interdisciplinary History, Vol.15, No.4, 1985, pp.739 ff.
12）Ibid., p.746.
13）Overton, Agricultural Revolution, pp.88-89.
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3．農業生産と農業地域
　イギリスでは18世紀後半からの人口急増に対して，海外からの輸入に助けられながらも，食
糧供給のほとんどを自国の農業部門によって達成しえたことを確認した。それでは，どのよう
な道筋で食糧供給は達成しえたのであろうか。
　ミンゲイは，1700年から1850年までの小麦の生産性の伸びを25％とし，耕作地の拡張を50％
以上と積算することで，2倍の穀物供給が達成できたと指摘した。しかし，既に指摘してある
ように，この計算は1700年頃には主流であった3圃制農業と1850年には主流となっていたノー
フォク農法との，耕地面積に占める小麦生産面積の比率が異なっている点を考慮していない。
この生産面積の相違を考慮すると，大雑把な計算ではあるが，すでに指摘したように，むしろ
減少してしまうのである。
　ミンゲイが用いた小麦の生産性の数値はいまでは塗り替えられている。オウヴァトンによれ
ば，1700年の小麦生産を100とすると，1831年には138となっており，38％の収量増大が実現し
ている（表5参照）。この数字をもとに，ウィリアムソン(Tom Williamson)は，3年に１度の
小麦生産から4年に１度の生産サイクルに切り替わったとすると，実際の収量の伸びはわずか
4.5％にすぎないと指摘している１)。この数字では，われわれが確認してきた，18世紀後半から
19世紀前半にかけての人口急増にはほとんど対応できない。しかも，それにもかかわらずと
いってよいと思うのであるが，さきに確認したように，実際には小麦についてはほとんど輸入
されることなく人口増大に対応できたのである。
表5 穀物生産量（単位:エイカ当たりブシェル）
出典）Overton, Agricultural Revolution, p.77, Table 3.7(c).
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表6  耕地の作付け割合（単位:％）
出典）Overton, Agricultural Revolution, p.97,
         Table 3.14.
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　18世紀初頭から19世紀中葉にかけての人口増大は約3.34倍，その間，イギリスは穀物輸出国
から輸入国に転換したが，穀物消費量の約6分の5までを自国農産物でまかなえたとすると，
国内での穀物生産量は約2.78倍に達しなければならない計算になる。小麦については1860年の
指標を採用して，18世紀初頭から19世紀中葉までに80％の上昇があったと仮定しても，農法の
転換を勘案すると，生産の伸びはわずか35％にすぎないことになる（表5参照）。
　ところで，表6によれば，小麦の作付面積は1830年代で耕地の総面積の23％，1871年になっ
ても26％であるから，これまでの指摘―小麦の作付けは4年に１度に減少するという仮定
―は，的外れではなかったといえよう。
　とすれば，一人当たりの小麦の消費量に変動がなかったと前提すると2)，人口増大約3.34倍
に対応するためには，小麦の耕地面積は2.47倍に拡大しなければ達成しえない計算になる。さ
きほども確認したように，小麦については19世紀に入ってもほとんど輸入されていなかったが，
ここでは6分の１は輸入によって賄われたものとしても，小麦の作付面積は，2倍を超えなけ
ればならない計算になる。
　耕地面積については，統計調査のない時代であるから，自明のことながら正確な数字は得ら
れない。その点を前提として，一応，ここではオウヴァトンが提供している数値を利用すると，
耕地面積は休閑地を含めて1700年の900万エイカから1850年の1530万エイカにまで拡大してい
ることになっている3)。この数値をもとに計算すると，耕地面積は1.7倍の増大ということで，
計算上，小麦の生産は人口増大に追いつかなかったということになる。
　食料の消費ということで言えば，小麦以外の大麦や燕麦，あるいはライ麦やジャガイモなど
についても考慮しなければならないし，さらには食肉とか畜産品の消費も検討しなければない。
しかし本稿では，それらについて検討する準備はできていないので，それらの精査・検討は後
日に期することにし，いまは検討すべき課題が山積していることを指摘するにとどめたい。が，
それでも，いま述べてきた論旨からして，従来のイギリス農業革命に関する研究ではどのよう
にして食糧供給が実現しえたのか，という観点からの検討が不充分であることは明確になった，
と考える。
　ここで付随して指摘しておくと，わが国にあっても，そしてまた欧米にあっても，穀物生産
の増大は，新たな農業技術の進展，とりわけカブやクロウヴァの導入によって実現されてきた
とみなされているが，少なくともイースト゠アングリアでは，穀物の生産力とカブの栽培との
間には必ずしも密接な関係があったとはいえない。最も生産力の高い教区の中にはカブの栽培
が限定的であったところも相当あったようである4)。また，イングランドでも有数の小麦の生
産性を誇るエセックス州の21教区―1836年におけるエイカ当たりの小麦の平均収穫高が24.6
ブシェルに対して，エイカ当たり35ブッシェル以上の教区―のうち，3分の１はカブを栽培
していなかったことが指摘されている5)。つまり，今や通説となっている，ノーフォク農法の
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普及だとかカブの栽培だとかによって穀物生産量が増大したという主張も，再検討の余地があ
るといえよう。
　さらに付け加えておくと，従来，われわれは，土壌の肥沃度を増せば穀物の生産増大に帰結
すると単純に考えてきた。しかし，この単純な思考は，現実の農業生産においては成り立たな
いことが指摘されている。たとえば，ノーフォクのFleggだとかノーフォクからサフォクにか
けて広がるCentral Claylandsのようなもともと土壌が肥沃な地域では，ノーフォク農法を厳格
に実行すると，むしろ逆効果になることが指摘されている。というのは，大麦が特にその影響
を受けやすいというのだが，急速な生長によって茎が倒伏してしまうと指摘されている。また，
土壌の肥沃さは，大麦から作られるモルツの質を劣化することにもつながるという6)。
　中世の輪作にあっても，大麦は小麦栽培のあとで作付けされていたが，これは，いま指摘し
た問題からしても実は合理的な輪作体系だったと評価できる。それを，大麦は価値の低い作物
だから，価値の高い小麦のあとに作付けされていたという理解が一般的であった―少なくと
も，わたくし自身はそのようにみなしてきた―が7），確かにそのような側面があったにし
ろ，むしろ，実際的な栽培管理の観点から輪作体系は形成されていた，という理解の仕方をも
包摂しておくべきだと思われる。
　耕地面積の拡大についても少しく触れておくと，通常，この拡大は開墾・干拓(reclamation)
とエンクロウジァ(enclosure)によって実現されたものと考えられている。しかしながら，エン
クロウジァは必ずしも耕作地の拡大を意味しない。中世から近世にかけて穀物生産の中心地帯
であったミッドランズでは，むしろ18世紀から19世紀にかけてのエンクロウジァによって，穀
作から畜産や酪農へと大転換したことは周知の事実である8)。
　中世史研究者としては，しかしながら，もしミッドランズ地方が酪農や肥育に適していた牧
畜経営の適合地帯だったとすると，ミッドランズ耕地制という，穀物生産に比重をおいた特殊
な農業生産体制が形成されたのはなぜなのか，という大きな難問が課題として残ることになる。
ミッドランズ耕地制（開放耕地制）の形成については9)，生産適地という視点をも含んだ再検
討が要請されるところであるが，ここでは，耕作地の拡大の問題に戻ろう。
　ミッドランズではエンクロウジァが耕地の拡大というよりも縮小に結果したが，それは何も
牧畜生産に転換したからだ，というだけの話ではなかった。これまでの研究ではとかく，エン
クロウジァなどを農業生産の観点からのみ見る傾向にあるが，実際には，カントリハウス
(country house) やパーク(park) の拡張(あるいは創設) とも緊密に結び付いていた。たとえば，
ノーサムプトンシァでは1720年から1850年の間に，パークを創り出すために8つの村が完全に
取り除かれたが，そのうち新たな集落として再建されたのはたった１つの村だけであった。
ノーサムプトンシァではさらに25の村が同じ目的でその集落形態に大幅な変更が加えられた。
こうした現象は，ノーサムプトンシァに限られていたわけではなく，イングランドの各地で観
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察できるのだという10)。
　それだけではない。このエンクロウジァと結び付いた広大な草地は，現在では伝統的狩猟法
になっている，長距離にわたって追いかけ回す形の狐狩りの隆盛に寄与したが，逆にこの狐狩
りの流行が狐の棲息地としての下生えと小さな林の植林を促進したといわれている。また，レ
スターシァなどでは，この狐狩りの楽しみを享受するために，エンクロウジァ後に，狐を追い
かけ回すのを妨げるような種類の木が生け垣として植林されることが抑制されたようである11)。
　そもそも当時の人々，とりわけ大地主の行動を経済合理性に沿って行動するものと，われわ
れ は 想 定 し て そ の 行 動 を 判 断 す る き ら い が あ る が ， 1 8 ～ 1 9 世 紀 に お け る 「 改 良
(improvement)」という言葉は，土地の開墾・干拓あるいは農業上の革新に適用される一方で，
landscape gardenの造作や植林事業にも区別なく適用されるものであった。「改良」という言
葉のもと実行される行為が経済的に合理的な判断に合致しているという保証は必ずしもなかっ
たのである12)。
　だから，ノーフォクのSandringham所領では，経済合理性から考えるならばなされるはずも
ないことが現実には生じていた。たとえば，1862年にプリンス゠オヴ゠ウェイルズ(Prince of 
Wales)がこの所領の所有者になったが，かれ（ないしはかれの役人）は狩猟のためには，借地
農(tenant)の農作物に被害が出ようがおかまいなしであった。たとえば，当時借地農であった
Lady Farmer(Louise Cresswell)はつぎのような記述を残している13)。
　未経験者の便益ために，さえぎるものない広野
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
における王室の狩猟(Royal battue in the "open"）に
ついて述べておこう。畑は朝早くから狩猟の準備態勢に入るために，わたくしは作業を止めなけれ
ばならず，雇い人たちを家にとどめ，機械なども停止したままにしなければならなかった。ある年
など，わたくしは１部のカブの収穫を失ってしまった。というのは，遠くから雇った30人の働き手
に収穫させていたところ，かれらは3日間も畑から離れているように命令されたのである。その間
に霜が降りて，作物は畑に残されたままなので，その気候（霜）や鳥獣にさらされたままだったの
である。
　こうしたことを許容することを法的には強制されているわけではないが，この地方では合法性な
ど意味がない。もしこれに抵抗したなら，わたくしはあらゆる種類の非難を受けるであろう。狩猟
にけちをつけたとか，狩猟用の獲物を仕留めるのを妨げたとかなど。そして以前よりもっと困難な
立場に立たされることになるのである。
クレスウェルの述べる，このようなやり方が，地代徴収者としての地主という立場からすれば，
経済合理性から逸脱した営為であることは説明するまでもあるまい。しかしながら，1860年代
のSandringham所領ではキジなどの狩猟用獲物を増やすために，借地農の作物に被害が出るこ
となどには考慮を払うことなく，キジのねぐら用に木が植えられ，雑草は伸び放題にすること
が要求されるなど，農場に多くの変更が加えられた。そのおかげで，年間の狩猟成果は，
7,000羽から30,000羽に増えたのではあるが14)。
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　それはともあれ，イングランド北部や西部におけるエンクロウジァが穀物生産に結び付くも
のではなったことも，これまた周知の事実であろう。18・19世紀における北部や西部の開墾で
は，一部の地域―北部や西部地方の中では南寄りであるか，あるいは東寄りで，かつ低地の
moorといった限られた地域―を除いて，穀物生産への転換はなかった15)。確かに，
moorlandの開墾はかなりの規模で進行したが，それは牧草地への転換が支配的であった16)。
　スタフォドシァにあるCannock Chaseという広大なheathlandのうち，合計で18,000エイカに
のぼる共同地・荒蕪地が1773年から1887年にかけて15件の議会エンクロウジァによって囲い込
まれた。それらのエンクロウジァの動機について検討したブラウン(David Brown)はつぎのよ
うに述べている17)。
エンクロウジァはしばしばいくつかの動機を併せ持っているが，通常はある１つの支配的な動
機を特定することができる。Chaseでは，表１【本稿表7】が示すように，どれ１つとして農
業上の利益からというものはなかったように思われる。動機は時代とともに変化した。初期の
貴族的なエンクロウジァを行った人たちは，土地を獲得したり，かれらの所領やステイタスを
向上させることを欲していた。ヴィクトリア時代までに住宅建設や鉱業からの所得を増大させ
ることに関心を持つようになった。
北部や西部でのエンクロウジァは必ずしも農業上の利益を得るために推進されていたわけでは
なかった。われわれからみれば損失となるようなことが，改良と称して繰り広げられたのであ
る。たとえば，リトルトン(E.J. Littleton)は，ステイタスを獲得するために所領を拡張し，ま
たエンクロウジァによって所領の改良にいそしんだ。しかしそれは農業上の利益を目的として
ではなく，「改良者」と称されるために，また貴族の地位に値する所領を享受するためにで
あった。従って，「かれの改良とは，相続してからの39年間，所得を上回る支出を意味してい
た」と論評されている18)。
　さらに指摘しておくと，ミッドランズにおけると同様，北部や西部でも，エンクロウジァは
狩猟と緊密な関係をもっていた。もっとも，moorlandにおける狩猟対象は，ライチョウ
(grouse)であったが，エンクロウジァに引き続いて狩猟小屋(shooting house)が建設されており，
狩猟場の確保がエンクロウジァを促進したことを窺い知ることができる19)。
　開墾・干拓やエンクロウジァが必ずしも穀物生産に寄与しなかった，むしろ穀物生産から畜
産経済に転換したことを強調してきた。しかし当然ながら，穀物生産に比重を移した地域が
あったはずで，そうでなければ，われわれが確認してきた人口増大にイギリス農業が対応でき
なかったことは多言を要しまい。その点で，注目したいのは，リンカンシァやケンブリジシァ
の沼沢地(fenland)，あるいはイースト゠アングリアの重粘土地帯である20)。これらの地域では，
18世紀はじめにはほとんど穀作は行われておらず，肥育や酪農生産を主体として農業生産が営
まれていた。それが，19世紀にはイギリス有数の穀物生産地帯に変身するといわれている。こ
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の畜産経営から穀作経営への転換については，稿をあらためてその具体像を分析しなければな
らないが，要は，一方での穀作からの撤退と，他方での穀作への専業化という，18世紀から19
世紀前半にかけてのドラスティックな農業地域の再編が，どのような形で，穀物生産を担保し
えたのかを具体的に明らかにすることが今後の課題といえよう。
　かかる観点から耕地面積の拡大，あるいは穀物生産性の上昇について検討した研究はわが国
にあっては残念ながら目にしない。いったい，どの地域で耕地面積がどのように，そしてどの
程度拡大したのかは，今後の検討に譲るとして，この耕地面積と関連して理解しておかなけれ
ばならない問題がもう一点ある。というのは，何故，穀物栽培地域がミッドランズからイース
ト゠アングリアに集中するようになったのかもわが国の研究では等閑視されてきたが，この大
転換こそがイギリス農業革命の原因でもあり，成果でもあるのだから，その具体像を明確に把
握することが肝要であることを指摘しておきたい。
１）Williamson, Tom, The Transformation of Rural England: Farming and the Landscape, 1700-1870, University 
　　of Exeter Press, 2002(rep., 2003)，p.18.
2）産業革命期の食生活の変化については，多様な研究が発表されている。Drummond, J.C. & Anne  Wilbraham
(revised by Dorothy Hollingsworth), The Englishman’s Food: A History of Five Centuries of English Diet, 
Readers Union, 1959.; Burnett, John, Plenty and Want: A Social History of Diet in England from 1815 to the 
Present Day, Methuen, 1966(rep., 1985).; Collins, E.J.T., ‘Dietary Change and Cereal Consumption in 
Britain in the Nineteenth Century’, AgHR, Vol.23, Pt.2, 1975. それらの内容に逐一言及することは控え
るが，Hobsbawm, E.J., ‘The British Standard of Living 1790-1850’, EcHR, 2nd Ser., Vol. 10, No. 1, 1957
とHartwell, R.M., ‘The Rising Standard of Living in England, 1800-1850’, EcHR, 2nd Ser., Vol. 13, No. 3, 
1961とのように，全く異なる見解が示されている。
　Clark, Gregory, Michael Huberman & Peter H. Lindert, ‘A British Food Puzzle, 1770-1850: Surveys 
and Speculations’, EcHR, 2nd Ser., Vol. 48, No.2, 1995について少し触れておきたい。かれらは，つぎの
ように問題を提起している。18世紀後半から19世紀中葉までの間に一人当たりの所得は着実な伸びを
示している。それに対して，国内の農業生産および食糧輸入による供給は一人当たりでは停滞ないし
は下落を示すので，この乖離はどのように考えるべきなのか，ということで分析をするのであるが，
この論文についてもここで逐一紹介するまでもない。強調したいのは，所得の向上が観察される以上，
この時代の食生活が基本的には向上したであろうという点である。ましてや，図3に示されているよ
うに，18世紀後半には，穀物価格は下落傾向を辿っていた。所得の向上と価格の下落は，当然ながら
食生活の向上をもたらさずにはおかなかったはずである。コリンズ(E.J.T. Collins)によれば，小麦とほ
かの麦との価格差の縮小および都市化の進展は，燕麦やライ麦のパンから小麦のパンへの嗜好の変化
をもたらし，19世紀前半の間に小麦の消費量は急激に増えたという。Collins, op.cit., pp.107-115.
3）Overton, Agricultural Revolution, p.76. 耕地面積(ないし栽培面積)の算出に係わる困難については，Turner,
M.,‘Arable in England and Wales: Estimates from the 1801 Crop Return’, Journal of  Historical 
Geography, Vol.7, No.3, 1981を読まれたい。
4）Wade Martins, Susanna & Tom Williamson, Roots of Change: Farming and the Landscape in East Anglia,
　　c.1700-1870, The British Agricultural History Society, 1999, p.112.
5）Williamson, The Transformation of Rural England, p.21.
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6）Wade Martins & Williamson, op.cit., p.114.
7）Postan, op.cit., p.50. 〔ポスタン，上掲書，69頁。〕
8）Williamson, Tom & Liz Bellamy, Property and Landscape: A Social History of Land Ownership and the English
Countryside, George Philip, 1987, Chap. 5; Williamson, The Transformation of Rural England, Chap.2.
9）ミッドランズ耕地制の形成に関する最新の研究動向については，差し当たり，拙稿「イギリス村落形
成史の再検討」（『山形大学紀要（社会科学)』39巻2号，2009年）を参看されたい。開放耕地制の形
成についていえば，わが国で流布している説は現在ではほとんど通用しないものになっていることを
指摘しておこう。
10）Taylor, Christopher, Village and Farmstead: A History of Rural Settlement in England, George Philip, 1983,
　　pp.209-211.
11）Williamson, The Transformation of Rural England, pp.45-46.; Williamson & Bellamy, op.cit., pp.201-204. エン
クロウジァと狐狩りの隆盛については，最近，新たな研究が発表されている。Bevan ,  Jane , 
‘Agricultural Change and the Development of Foxhunting in the Eighteenth Century’, AgHR, Vol.58, 
Pt.1, 2010は，18世紀の狐狩りの愛好者は，妨げる物がない開放耕地での狐狩りの方を好んでいたこと
を，日記などを資料として明らかにしている。ただし，次の新しい世代はエンクロウジァの柵(rails)な
どを跳び越えるような狩りを選好するようになったという(Ibid., pp.73-74)。
　重要な点は，論文に掲載されている挿絵のどれ１つとして，いわゆる生垣を跳び越えている図柄は
なく，柵であることに注意を向けたい。
12）Williamson, The Transformation of Rural England, pp.79-80. この点については，水谷三公『英国貴族と近
　　代―持続する統治1640-1880―』（東京大学出版会，1987年）208-213, 246頁以下をも参照されたい。
13）The Lady Farmer（Louise Cresswell), Eighteen Years on the Sandringham Estate, London（Temple
Company), [1887?], p.59.
14）Williamson & Bellamy, op.cit., p.200.
15）Williamson, The Transformation of Rural England, p.134.
16）Ibid, pp.115 ff.
17）Brown, David, ‘The Variety of Motives for Parliamentary Enclosure: The Example of the Cannock
　　Chase Area, 1773-1887’, Midland History, Vol.19, 1994, p.122.
18）Ibid., pp.111-112. エンクロウジァが農業上の利益から推進されたわけではないことを強調した論考とし
て，Stead, David, ‘An Arduous and Unprofitable Undertaking: The Enclosure of Stanton Harcourt, 
Oxfordshire’, Discussion Papers in Economic and Social History, Nuffield College,  University of 
Oxford, No.26, 1998も参看せられたい。
19）Williamson, The Transformation of Rural England, pp.134-135.
20）Ibid., Chap.4; Wade Martins & Williamson, op.cit., pp.34 ff. イングランド東部の沼沢地が基本的に牧畜か
ら穀作に転換していったとはいえ，伊藤栄晃「19世紀初頭のウィリンガム教区における｢沼沢&酪農｣
経済」(『関東学園大学経済学紀要』35，2010年)で分析されているように，酪農経営が大きな比重を占
める沼沢地域があったことも事実である。
4．おわりに
　イギリス農業革命については，最初に述べたように，さまざまな観点から検討が加えられ，
膨大な研究文献が蓄積されている。しかしながら，奇妙なことに，ある論点が精緻化されると
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されるほど，急速に増大する人口に対して農業部門がいかに食糧供給を達成しえたのか，とい
うイギリス農業革命研究の根本をなす大きな枠組みについての考察が置き去りにされていった
ように思われる。
　統計調査が実施されていない時代に関する検討であるから精確な数字は不明であるし，こう
した大きな問題であるから考察すべき側面も多様なので大雑把な検討・分析にならざるをえな
い。しかし，かかる観点からの検討なくしては，イギリス農業革命を本当に理解したとはいえ
まい。その際，イギリス全体の耕地面積がいくらで，イギリスの平均的な穀物生産性がいくら
であったから，人口増大に対応しえたとか，対応しえなかったとか，といった議論では，イギ
リス農業革命の具体像を明らかにしたことにはならない1)。
　本稿では，問題の所在を明らかにするために，あえてイギリス全体の耕地面積とか生産性を
土台として論じてきたが，指摘してきたように，イギリス農業革命の時代における１つの特徴
は，従来の穀作地帯であったミッドランズが牧畜経営地帯へと転換する一方，イングランド東
部の牧畜経営地帯であった沼沢地などが主要な穀作地帯へと変貌したことであった。いわば，
牧畜経営地帯の西部と穀作地帯の東部という地域的な専業化が確実に進行したのである。この
きわめて特異な地域的専業化の現象を内包しない説明では，イギリス農業革命の実態を明らか
にしたことにはなるまい。
　さらにいえば，ウィリアムソンとウェイド゠マーティンズが詳細に論じているように，同じ
東部にあっても，酸性であるかどうかといった土壌の性質やその地域の雨量，あるいは肥沃で
あるかどうかといった，いくつかの要因よって農業革命の影響のあり方は全く異なっていた2)。
かれらは，ノーフォクとサフォクの2州について分析するのに9つの農業地域に分割して吟味
している。
　また，18世紀末の時点でデイヴィス(Thomas Davis)が，新たな農業が進展しつつあったウィ
ルトシァ南部における適正な農場規模に関してつぎのように論じている3)。
農場の規模は，常に土壌(soils and situations)や農法に左右されざるをえない。……(中略)……
　農場主やかれの家族全員の目のみならず手も充分に用いられるような農法の場合，小農場でも有
利に経営できる。酪農場にはこのことがとりわけ当てはまる。土地が一部は牛の繁殖に用いられ，
一部が穀物の生産に用いられる地方ではしばしばこのことが当てはまる。……(中略)……
　しかし，馬が土地を耕すのに必要であり，羊が肥沃度を維持するのに必要なウィルトシァ゠ダウ
ン(down)の農場では，小農場主は，大規模農場に比べて，馬や奉公人にその規模に見合わないはるか
に多大の出費を強いられるので，非常に不利な立場に立たされる。……(後略)……
　指摘されているように，土壌や農法などによって生産諸条件は異なる。大まかな地域区分を
しないような検討では，イギリス農業革命の内実は分かるはずもないといってよかろう。しか
し，これまでの検討では，かかる観点が十全に意識されていたとは言い難い。
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図4 1500年～1640年のイングランドの農業地域
出典）Thirsk, England's Agricultural Regions, p.28, Map II.
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図5 Tithe Filesより作成された1836年頃のイングランドの耕作地の分布図
出典）Williamson, The Transformation of Rural England, p.161, Fig. 33.
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　こうした農業地域の区分も，より精密にしようとすれば際限なく細分化できるが，それでは
全体像を描くことはできなくなるであろう。しかし少なくとも，イングランド西部と東部との
転換を包摂しない分析では，イギリス農業革命を説明したことにはならないのではないか。こ
の転換を組み入れてこそ耕地面積の拡大や生産性の上昇も具体的に理解できるのではないか。
　この点に関連して指摘しておくと，これまで穀物栽培，とりわけ小麦の生産に関心が集中す
る傾向があったが，西部での牧畜経営への集中にみられるように，酪農や肥育の重要性にも注
意を払う必要がある。「歴史家は，耕作地帯の羊や役畜牛を事実上，肥料を産出する機械，耕
作農業という本業（the real business of arable husbandry）の付属物としばしばみなしてきた
が，実際には，穀物価格が高騰している時期にあっても，家畜は農場収入にとって決定的で
あった」，とウィリアムソンは指摘している4)。
　さらに，これまでのイギリス農業革命の研究に欠落していた観点として，産業革命が農業革
命とどのように関連していたのか，という点を挙げることができよう。農業革命によって，
「農業人口比率を低下させながら，増大する非農業人口に安定的に食糧を供給」したのである
から，農業革命が産業革命の進捗に貢献したことは容易に分かるのであるが，農業革命は産業
革命の進行とともに大きな影響を受けてもいた。それは，二重の意味でいえることであった。
　１つは，産業革命の進行は，これまでの工業立地の編成を破壊し，地理的に大幅な再編をも
たらした。毛織物工業でいえば，西部や東部の毛織物工業は19世紀に入ると衰退し，いわば脱
工業化が進行していく。つまり，毛織物と農業とを2本柱として形成されていた地域経済が農
業に特化していくのである。この過程と農業革命とのかかわりについては，分析されていない
ように思われる。
　もう１点は，産業革命の進展と救貧法の改正とは，農村における労働需要にどのような影響
を与えたのか，また，それが農業革命にどのように作用したのか，といった観点の分析もされ
ていないようであるが，農業革命の実像を把握するには欠かせない側面と考える。さらにいえ
ば，産業革命はエネルギー革命でもあったが，それが農業に与えた影響についても検討の余地
があるし，あるいは交通網の整備が農業に与えた影響についてもまだまだ検討すべき課題が
残っているように思われる。
　分析・検証し尽くされているように思われるイギリス農業革命であるが，本稿では，視点を
変えてみてみるならば，未だ多くの未解決の課題が残っていることを確認してきた。近代的な
統計調査が実施されているわけでもない時代のことであるから，精緻な数値で把握できるはず
もないのであるが，それにしても穀物生産から撤退していく西部が従来生産していた供給量を
補いながら，急速な人口増大に対応する穀物供給を満たすだけの生産拡大をイングランド東部
ではどのように実現していたのかを検討することは，従来の農業革命研究をより前進させるこ
とになるであろう。
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１）たとえば，Holdernessは，イングランド全体の小麦の栽培面積と生産性の上昇とを組み合わせて，18
世紀半ばから19世紀半ばにかけて，小麦の収穫量は360万クォータから1170万クォータへと増産，す
なわち3.25倍に伸びている，と見積もっている。Holderness, B.A., ‘Prices, Productivity, and Output’, 
in The Agrarian History of England and Wales. Vol.VI: 1750-1850, ed. by G.E. Mingay, CUP, 1989, 
p.145, Table 2.7. しかし，そもそもイングランド全体の小麦栽培面積については確たる資料がないわ
けで，むしろ人口の増加率(この間の人口増加は，ほぼ3倍だったとしている)に合わせて栽培面積を
調整しているようにも読み取れる。Ibid., pp.128-129, 174.
2）Wade Martins & Williamson, op.cit., passim.  イギリス農業革命といえば，ノーフォク農法といった側
面が強調される傾向にあるが，それぞれの地域の特性に従って生産性の向上に寄与した要因は異なっ
ている。確かに，軽質で肥沃度の低い地域では，ノーフォク農法は穀物の収量を押し上げたが，その
地域は酸性土壌であったので，泥灰土(marl)を用いた土壌の改善が必須要件であった。一方，重粘土
質土壌の地域では暗渠排水の敷設が生産性の向上に欠かせなかったが，従来はとかくパイプによる暗
渠排水が強調されがちであったように思われる。しかし，18世紀では，灌木を用いた暗渠排水が重要
な役割を果たしていたという。
3）Davis, Thomas, ‘Minutes of Agriculture from the Report of the Agricultural Board: Wiltshire’, Edinburgh 
　　Magazine or Literary Miscellany, New Ser. Vol.IX, 1797, pp.90-91.
4）Williamson, The Transformation of Rural England, p.166. マーシャル(William Marshall)は，18世紀末の
ノーフォクのような穀物生産地帯でさえ農場の潤沢な富は，穀物からではなく，家畜の取引から生み
出されているのだ，と指摘している。 Marshall, William, The Rural Economy of Norfolk : Comprising the 
Management of Landed Estates, and the Present Practice of Husbandry in that County, London, Vol. I, p.345. 
5）農業革命論は，田渕淳一氏が指摘しているように，そもそもは産業革命論の一部として形成されてき
た。が，その実証的基礎の脆弱さから，さまざまな批判を経て，精緻な実証分析が進められるように
なった。田渕淳一「「農業革命」研究の動向と課題」(『経済学研究』32巻3号，1982年)および続編
(『経済学研究』32巻4号，1983年)。そして，その精緻化の一方で，農業革命が「資本主義的農業経営
の形成を基礎過程とする農業資本主義確立過程として，理解されるべき」(田渕，上掲稿(正)，269頁)
であるという点が，本稿で指摘したように忘れ去られていくことになるのである。
　本稿では，論点を分かりやすくするべく，人口と穀物生産という側面に力点を置いて検証してきた
のであるが，農業革命論が農業資本主義形成論として理解されるべきであるという田渕氏の指摘は
まったく正当であり，かかる観点を脱落させた技術論研究に堕することないよう肝に銘じたい。
